
令和５年度
「沖縄県管理河川の大規模氾濫に関する

減災対策協議会」について
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１．「沖縄県管理河川の減災に係る取組方針」策定までの流れ
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(1)沖縄県管理河川の大規模氾濫に関する減災対策協議会の設立
水防法第１５条１０項に基づき、沖縄県管理河川流域において、河川管理者、市町
村などの関係機関が連携・協力して、減災のための目標を共有し、ハード対策とソ
フト対策を一体的、計画的に推進することにより、大規模氾濫が発生することを前
提として社会全体で常に洪水に備える『水防災意識社会』を再構築することを目的
に、「沖縄県管理河川の大規模氾濫に関する減災対策協議会」を設立し、“減災に
関する取組方針”を作成した。

（国土交通省資料抜粋）
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沖縄県管理河川の減災に係る取組方針

減災のための目標
大規模水害に対し、『迅速で確実な避難』と

『災害に強く、防災意識の高い地域づくり』を目指す。

目標達成に向けた３本柱
(3)大規模水害に対し、

災害に強い地域づく
りに寄与する着実な
ハード整備と水防活
動に関する取組

(2) 急激な水位上昇に対
する迅速な避難行動
のための正確で分か
りやすい情報提供に
関する取組

(1) 住民が自ら避難行動
を起すための水防災
意識醸成のための取
組

急激な河川水位上昇におけ
る水位等に係る情報提供
（6項目）

避難勧告等の発令（4項目）

住民への情報伝達の体制や
方法（４項目）

避難場所・避難経路・避難
誘導体制（6項目）

ア

イ

ウ

エ

水防活動の実施体制（５項目）ア

イ

水防災意識の醸成・防災知
識の向上（5項目）

ア

防災教育の取組（6項目）

浸水リスクの周知（2項目）

イ

ウ

概ね５年で実施する取組

(3)

ウ 洪水を安全に流すための
ハード対策（5項目）

排水施設、排水資機材の操
作・運用（２項目）
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２. 令和8年度（第２期）までのフォローアップの手法について
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(1)フォローアップ

『令和5年度減災対策協議会』においては、

「沖縄県管理河川の減災に係る取組方針（令和４年１月）」における“７．概

ね５年(令和４年度～令和８年度)で実施する取組”に関して、各関係機関の取

組状況を確認し、必要に応じて取組方針の見直しを行う。

２回の減災対策協議会 幹事会の実施

年１回の減災対策協議会（令和５年度 書面開催）

取組内容の実施状況の確認
取組事例紹介（情報共有）
各関係機関の取組内容の修正・追加 等

２．令和8年度（第２期）までのフォローアップの手法について
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（2）取組内容の実施状況の確認
各関係機関の取組内容の実施状況が確認できる調査表を作成

「概ね5年で実施する取組 項目一覧」

「各機関の概ね5年で実施する取組の具体的な内容一覧」

各機関の毎年の取組内容の実施状況を確認し、一覧表を更新

各機関での取組内容の変更・追加を確認し、更新

各関係機関の取組内容の実施状況を協議会で報告し、情報共有を図る。

２．令和8年度（第２期）までのフォローアップの手法について
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３．令和５年度の取組状況について
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３．令和５年度の取組状況について
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■ 進捗状況の評価方法

(1)令和５年度の取組状況（進捗状況）

進捗率（％）＝

取組実施件数(実施中および実施済み) ／ 取組機関数×100

R５年度の取組実施状況の評価は、市町村、県、国、気象台、国土地理院
の全取組機関数での実施状況を評価すると捉え、下記の算定式にて進捗
率を算出し、評価する。



３．令和５年度の取組状況について

11

表-1 令和3年度からの取組進捗状況の推移

■ 取組進捗状況

・取組を実施する取組機関数（市町村）は、令和４年度までは、41市町村であった
が、令和５年度以降は、オブザーバー（8市町村）を除く３３市町村とした。

・令和５年度の進捗状況の結果としては、取組機関市町村（33）で60.7％、水位周
知河川関連市町（5）で73.5％、国・県等は、65.9％という結果であった。

※令和5年度以降の取組機関数（市町村）は、オブザーバーを除く33市町村で算出

配布資料１－３



３．令和５年度の取組状況について
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(2)目標達成のための３本柱における取組状況

・全体で約5割以上（市町村 約67.9％、水位周知河川の市町約78.3％、国・県で
約55.5％）が、取組実施および着手ができている。

・“ウ．浸水リスクの周知” においては、全市町村で約8割以上、水位周知河川の
市町や国・県では100%取組が実施されている。

「（１）住民が自ら避難行動を起こすための水防災意識醸成のための取組」



３．令和５年度の取組状況について
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「（２）急激な水位上昇に対する迅速な避難行動のための正確でわかりやすい情報提供
に関する取組」

・全体の約6割以上
が取組実施および
着手ができている
状況である。

・特に“イ.避難勧
告等の発令”に
おいては、 全市
町村で約8割、水
位周知河川関連
市町で約９割の
取組実施状況と
なっている。

配布資料１－３



３．令和５年度の取組状況について
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「（３）大規模水害に対し、災害に強い地域づくりに寄与する着実なハード整備と水防活動に
関する取組」

全市町村では約41％、水位周知河川関連市町では約58％、国・県では８0％
実施されている。
”ア 水防活動の実施体制”は、比較的取組が進んでおり、全市町村では約
47％、水位周知河川関連市町で約50％の取組実施状況となっている。

配布資料１－３



①要配慮者利用施設等の避難確保計画の策定の取組

(3)進捗が比較的低い取組

３．令和５年度の取組状況について

15

第1期（平成29年度から令和3年度）において、比較的実施率の低い項目に関する取組み状況



①要配慮者利用施設等の避難確保計画の策定の取組

３．令和５年度の取組状況について
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【市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設数及び計画作成状況】 都道府県：令和５年３月３１日時点

（国土交通省資料抜粋）

平成２９年の水防法改正により、洪水浸水想定区域内にある要配慮者利用施設の市
町村防災計画への記載（指定）及び避難確保計画の作成等が義務付けられている。
国の方針では、令和３年度末の完了となっているが、進捗状況が大幅に遅れている
ことから、早急な対応が必要となっている。

要配慮者利用施設
とは、社会福祉施
設、学校、医療施
設その他の主とし
て防災上の配慮を
要する者が利用す
る施設のこと。



３．令和５年度の取組状況について
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【市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設数及び計画作成状況等】
令和５年３月３１日時点

・令和5年3月末時点の沖縄県
における、計画策定済みの施
設は2施設。

・昨年度（令和4年9月30日時
点）から作成数に変更なし。

（国土交通省資料抜粋）

令和5年3月31日時点
（国土交通省HP）

・令和5年3月31日時点で、
全国では、対象施設
121,556。

・そのうち作成済みは
104,381施設、約86％が
作成済み。

・全国的に作成は進んでいる


